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造船業における受注選択の意義と方法

原因慎哉

はじめに

昭和54年度の日本造船業の新造船受注量は 6 年

ぶりに増加を記録し，造船業界にもようやく明る

さがもどりつつある.この長かった造船不況に際

し，造船各社は技術革新および技術集約的分野へ

の指向，コストダウン，設備や人員の適正化によ

る経営の効率化等について一層積極的努力を行な

ってきた.さらにこれら努力に加え，収益性の高

い注文だけを選択して受注し，しかも期間当りに

獲得する期待利益を多くすることを目的とした受

注選択も重要な戦略の 1 っと考えられる.

特に，造船不況をより一層深刻化した過剰建造

能力等が，過去の日本造船業の大量受注・大量建

造体制に遠因していることを考え，さらに経済の

低成長構造が定着した現在，個別受注生産が取引

きの基本パターンを成す造船業にとって，今後の

利益ある安定経営を実現させる方策の 1 つとし

て，受注選択はきわめて重要な問題であると言え

よう.

本稿は，まず日本造船業を回顧し，造船不況を

一層深刻にした要因を追ってみることにより，造

船業における受注選択の意義を明らかにするとと

もに，造船業にとって受注選択は基本的かつ重要

な問題であることを示す.ついで，造船業におけ

る受注選択のシミュレーション・プログラムを開
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発することにより種々のケースについて分析を行

ない，造船業における有効な受注選択方法を明ら

かにしようとするものである.

1. 大量受注・大量建造体制の悪循環

一一造船不況の要因分析一一

今回の造船不況は，基本的には第 l 次石油ショ

ックを契機とする世界経済の低迷による新造船需

要の減少にあったとは言え，直接には造船能力過

剰さらに l 船当り収益の低下による企業業績の悪

化とし、う状況に原因があった.そしてこれら状況

は，主に昭和30年代後半から始まる輸出船ブーム

に端を発した，日本造船業の大量受注・大量建造

体制が一因を成してし、たと言える.

では，この大量受注・大量建造体制がし、かにし

て作り出され，それがどのように造船能力過剰さ

らには企業収益の低下につながっていったのであ

ろうか.

これは図 l に示すように，基本的には設備投資

の拡大による建造能力の拡大を大量受注によりカ

バーする，さらに大量受注が設備投資の拡大を誘

発するといった過程で、生じた.

このことを，日本の主要造船所の設備投資行動

を計測することにより明らかにしてみよう.

計測結果を次式に示す.

It= -332.86+ 160. 51 (Bトt!Lトd ー O.074Kト1
(-1.525) (1.710) .(-2.4仰)

+ 1. 63Ft 
(4.919) 
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大量受注・大量建造体制

D. W=2.557 

8=422.94 ，-/大量受注\'大\量
設備投資 建造

(計測期間:昭

和43年~昭和52

年)

ここで， 1 :実質設

備投資額(工事ベ

ース)， B: 受注残

高 (Gross Ton) , 

L: 進水量(Gross

Ton) , K: 実質資

本ストック，およ

び F: 実質内部留

保を表わす.

計測結果は，建

造能力に比べ受注

' 過密操業

f 
0労務費の上昇(社外工の
大量使用)

0管理・間接部門の膨張に

よる経営効率の低下
0工程混乱によるコストの

上昇
0 保証工事費の増加

' 長期先物受注

+ 
経営の安定化か?

0建造までの不確実性要

因の増加
(例.インフレ，円高等)

コストの上昇，為袴差損等

' l 船当りの収益の低下

売上の増加により
収益の低下をカバー

(低船価による薄利多売)

引渡しの長期化

+ 
海道・造船景気循環の長期化

(周期と変動の幅を大き〈した)

。船舶過剰の中f新造船竣工

。海運市況の-大F幅の悪化
。船舶需要の 減少

申

船価の低下

一| シェアの拡大

' 海外国造船閣の
家助成の強化

ー国際的過当競争

残高が多くなった 図 1 大量受注・大量建造体制の悪循環

場合，投資行動が誘発されることを示している.

そして，望ましい資本ストックへの調整スピード

は，内部留保に依存すると考えられる.

設備投資は，長期の需要見通しがその基本とな

ることはもちろんであり，また企業間競争によっ

ても誘発される.しかしながら，大量受注により

生じる受注残高の増加も，過去の日本造船業の設

備投資行動を決定する一因であったと言える.

そして，設備投資により増加した建造能力を満

すためには受注量の増加が必要で、あり，そのため

の最大の武器の l つが低船価であった.さらに，

設備投資の拡大による建造能力の増加は，本来需

要と供給のバランスにより決まる船舶の市場価格

の低下に拍車をかける結果となった.

また，日本造船業の大量受注・大量建造体制に

よる低船価受注とシェアーの拡大は，海外造船国

の国家助成を強め，国際競争を激化する要因とし

て働いたのである.

大量受注・大量建造体制は，また過密操業をも

たらした.これにより，高賃金社外工の大量使

1980 年 7 月号

用，工程の混乱によるコストアップ等が生じた.

さらに，管理・間接部門も膨張し，経営効率を低

下させたのである.

大量受注は受注残の増加にもつながり，契約か

ら引渡しまでの期聞をいちじるしく長くした.受

注残の増加は工事量を確保するとし、う意味で，造

船業の経営の安定化をもたらしたかに見えたが，

実はここに危険が潜んでいた.契約時に船価を決

める固定受注体制をとってきた結果，実際の建造

時において，生産費が保障されない危険を官した

ことになる.すなわち，造船業にとって納期の長

期化はそれだけ建造までの不確実要因を増大した

のである.

このような構造のもとに，昭和46年のドルショ

ック， 48年の石油ショック，さらにはインフレの

高進等の経済変動が起った. ドルショッグおよび

その後の対ドル円レートの切り上げは，日木造船

業に莫大な為替差損を生じさせた.また，インフ

レによる資材等の上昇は，造船コストを高騰さ

せ，受注船の収益性を大幅に低下させたのであ
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る.

納期の長期化は，海運業にも影響を与えたので

ある.つまり，世界経済の低迷にもとづく船舶過

剰の中で，なお新造船を竣工しなければならない

とし寸矛盾が生じそのため海運市況をますます

深刻化した.このことは，船舶需要の極端な減少

をもたらしただけでなく，船{而を低下させたので、

ある.

以上の要因が l 船当りの収益の低下をもたら

し，この低下を量によりカバーするといった大量

受注・大量建造が繰り返されたのである.このこ

とは同時に「利益なき繁忙」という言葉をも生ん

だ.これは日本造船業の大量受注・大量建造体制

が，必ずしも高収益を意味しておらず，むしろ製

造業平均を下回る低収益状態であったことから言

われたものである.

この大量受注・大量建造体制による悪循環も，

昭和46年後半からの急激な造船ブームにより，一

時消え失せたように思われた.しかし，それはそ

の後の石油ショッグを契機とした造船不況をより

一層深刻にした一困で、あったことは否定できな

し、.

2. 造船業における受注選択の意義

ここに，大量受注・大量建造体制による悪循環

を打破し，日本造船業の利益ある安定経営を実現

する方策の l っとして，受注量を制限すること，

それも単に制限するのではなく，収益性の高い注

文だけを選択して受注する受注選択が大きな意義

を持ってくる.

すなわち受注選択は，

。大量受注による受注残の増加が一因を成すむや

みな設備投資の拡大を抑える効果が期待でき

る.

。そして，造船供給能力を適正に保つことによ

り，適正船価の形成と過当な受注競争にもとづ

く低船価受注の回避に役立つ.

。大量受注・大量建造体制により引き起きれる過
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密操業による弊害を取り除き，操業度を適正化

することにより生産や販売の効率化が期待でき

る.

。大量先物受注がもたらす納期の長期化による危

険を回避できる.

o世界造船市場でのむやみなシェアーの拡大を抑

え，国際協調の推進にも役立つ.

と思われる.

また，造船各社が企業業績改善の一環として進

めている合理化やコストの低減も利益率の低い船

舶を建造していては，企業収益への貢献もそれほ

ど期待できない.すなわち，収益性の点からより

有利な船舶を建造することにより，合理化やコス

トの低減努力も，より実を結ぶと考えられる.さ

らに，造船業も低成長への構造変化に対しては，

「量的拡大から質的充実へJ の転換を図る必要が

ある.この実行へのキーポイントの l つが，いか

に効率のよい受注をするかである.これらの観点、

からも，造船業における受注選択の意義と重要性

がうかがえる.

3. 受注選択問題とは

では，受注選択問題とはし、かなるものなのか.

それは次のように定義付けられる.

「次々にやってくる注文を，その収益性の高さか

ら判断し，その都度受注するか否かを決める方

法J [1 ]を取り扱う問題である.

ここで重要なのは，赤字注文以外はできるだけ

受注するといういわゆる全数受注に比べ，注文を

その収益性を考慮に入れ選択的に受注したほうが

受注残をむやみに増すことなく，受注残の変動を

小さく抑えながら操業度を適正に保ち，しかも，

期間当りに獲得できる利益の総額をより多くする

ことが期待できるということである.

このように受注選択は，受注生産体制を取って

いる造船業にとって，本来きわめて基本的かつ重

要な問題であると言える.
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張も投資の時期と規模を

指定することにより，モ

デルに組み込むことがで

きる.

亡二う 000 h 
在己 o00000 H 納期 L能力受ムt 注文の到着

注文船舶の特徴(船種，

船型，建造期間，収益性

等)は過去のデータをベ

ースに乱数を用い決定さ

れ，注文の到着はポアソ

ン分布に従うとした.

.受注 受注

する/\する

。

を----L!:ラ 0000 

図 2 受注選択のシミュレーション・モデル

本プログラムのインプ

ットおよびアウトプット

4. 造船業における受注選択シミュレ

ーンョン

前述した受注選択問題の現実への適用に際して

は，最適解を求める一般的かつ実用的な方法がい

まだ開発されていない.したがって，本研究では

造船業の産業特性や製品である船舶の特徴を考慮

したシミュレーション・プログラムを開発した.

4.1 シミュレーション・プログラムの概要

本プログラムで取り扱う受注選択のシミュレー

ション・モデ、ルは，

インプット

0船舶の需要動向

。建造能力
・ド γクの数
・各ドソクの建造能力
・各ドックの最大建造船問

。設備投資(*1

・投資時!日1
.投資規校

。許容納期i

0受注選択方法

0受注残高初期11[( ，
etc. 

(*)オプションインプット

項目を図 3 に示す.

4.2 シミュレーション分析

1) 受注選択方法

本分析では，受注選択基準の評価尺度として，

単位時間当り限界利益を採用した.受注選択方法

としては下記の 2 通りについて分析がなされた.

0 同定式受注選択方法

常に一定の目標利益率を設定し，これを受注

選択の基準値として用いる方法(図 4)

。 スライド式受注選択方法

受注選択の
シミュ ι ーション

7"ログラム

アウト 7。ッ l

引合い船舶リスト(各期径)
0船陀 0船型I!

0限界利益 0建造期!日l
OflJ苅時111l， etc. 

受注状況(各期毎)
0受注船舶の内容
0不保用船舶の内存および
その理由
。受注残高t etc. 

盤盆'1<
O需要動向 。注文船舶
0期間当リ平均利益
01 隻当リ平均干IH主
o 'f-均受t刊ll~':j ， ctc. 

図 2 に示すように，

注文の到着(船舶建

造の引合い)，受注の

選択，船主の希望納

期および建造能力の

制約による受注の可

能性，受注船舶の登

録(受注残がある場

合は受注残へ)およ

び建造，により構成

されている.建造設

備は会社規模により

任意にモデル化が可

能であり，設備の拡 図 3 シミュレーション・プログラムのインプットおよびアウトプット
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、る固定式受注選択

方法も，ある注文

に対して目標利益

を達成すること

と，期間の利益目

標および操業度を

受注残 受注残 受注残 受注残 達成することとは

図 4 受注選択基準の設定方法 必ずしも結びつか

受注残の少ないときには，受注選択の基準値 ない.ここに，受注残の状況により，需要や市況

を低くし，受注しやすいようにすることにより の状況を知り，その結果を反映したスライド式受

操業度の低下を防ぎ，逆に受注残が多いときに 注選択方法の有効性が分析結果から明らかとなっ

A方式

スライド式受注選択方法

B方式
岡定式

'受校選択方法

限
界
利
益

』

限
界
利
益

限
界
利
益

は，基準値を高くすることにより，納期の関係

から有利な注文を逃す機会損失を少なくすると

いった，受注残の増加関数として受注選択の基

準値を設定する方法である.

本分析では図 4 に示すように， A方式， B方

式およびC方式の 3 通りについて分析がなされ

た.

2) 分析内容

以下に示す種々の需要動向を想定することによ

り，上記受注選択方法の有効性が検討された.

くケース 1 ) 需要が一定の場合

〈ケース 2) 需要が増加する場合

くケース 3) 需要が循環変動する場合

以上の分析に加え，くケース 4)として需要が増

加する場合，当然企業として考えるであろう設備

投資問題を取り上げ，設備投資と受注選択問題と

の関係が検討された.

4.3 結果のまとめ

世界景気の変動を直接的に受けやすい市場特性

を有する造船業にとっての重要な関心事の l つは

操業度の維持である.そして不況期の苦しい経験

が好況期にも操業度の維持を優先させる傾向とし

て表われ，全数またはそれに近い受注政策を取る

ようになる.しかしこの政策は決して最良のもの

でないことが分析の結果より明らかとなった.

一方，一定の利益(率)をすべての注文に求め
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限
界
利
益

た.この方法により，操業度を維持するために必

要な受注量を確保するとともに，企業に必要な利

益を達成することが期待できる.

スライド式の中でも期間当りの期待利益を

多くし，選択基準値の設定ミスによる危険を小さ

くするという点から B方式がすぐれている.しか

し，ついで!<!~、結果を得たA方式との利益差は最

大で4%，平均 1%前後であった.一方， A方式は

基準値の設定の容易さではB方式よりすぐれてお

り，上記の利益差が積極的にB方式を採用するの

に有意な差であるかどうかは，受注決定の責任者

さらに会社のポリシーとも関係する問題である.

また，設備投資を行ない建造能力を拡大するこ

とにより売上高は増加するが，投資の時期と規模

が適切で、ないとむやみな受注競争を展開すること

となり，設備投資を行なわず適切な受注選択によ

るほうが得られる利益は多くなることが明らかと

なった.

5. その他の受注選択方法

船舶の価格水準は高く，その受取り(収入)

は，通常契約から引渡しまでの期間を通じ分割し

て行なわれる.また，船価の一部を引渡し後数年

間の延べ払いで受取る場合もある方，建造に

時間がかかるため，建造コスト(支出)も長期に

わたり発生する.たとえば，コストの発生パター

ンと船価の受取りバターンを示すと図 5 のように
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船価の25%

金
額

契
約

船価の受取り(収入)

25% 25% 25% 

水渡
間作起
始業工

図 5 船価の受取り(収入)パターンとコス

ト(支出)の発生パターンの一例(船価の

受取りは日本の計画造船によった. ) 

なる.したがって，注文船舶の収益性を推定する

場合，貨幣価値を考慮し，収入と支出の差を現在

価値に換算する方法が考えられるが，この方法だ

けで受注の判断を行なうのは決して有効とは言え

ない.すなわち，現在価格で比較した収益性は非

常によいが，船価の受取りが長期にわたるため，

資材等のコストを何により支払うかという問題が

生じる.この場合，資金を銀行から借入れる場合

は利子を考慮しなければならない.さらに資金の

流れを考える場合は船 l 船の把握も必要であ

るが，企業経営という観点からは当然全社的な総

合的把握が必要となる.

これらの点から，受注選択の判断は Discounted

Cash Flow をベースとし，全社的な資金の需要

と供給を考え行なう必要がある.すなわち，資金

的に余裕がある場合は，長期的観点より有利な注

文を選択し，逆の場合は，資金の借入限度や利子

率にもよるが，多少の収益性を犠牲にしても，船

価の受取り条件のよい注文を選択する.このよう

な， Discounted Cash Flow をベースとして，

資金余椅を考慮したスライド式受注選択方法は，

造船コストの発生と船価の受取りが長期にわた

り，しかも船価の受取りに種々のパターンがある

造船業にとって有効な方法ではなし、かと考える.

おわりに

受注選択は，造船業に限らず個別受注生産を行

1980 年 7 月号

なっている企業にとって，本来基本的かつ重要な

経営戦略の l つであるべきものである.にもかか

わらず，その研究の数は現在までのところきわめ

て少ない.本分析も受注選択の現実問題への応用

という点で，パイロ y ト・ワークの l つであるこ

とから，さまざまな問題点が残されている.した

がって，今後さらに検討されなければならないと

思われる点について簡単な指摘を試みた.

① 需要予測と受注選択問題

需要動向の予測に関し，これをし、かに受注選

択の際考慮するか

② プロダクトミックスと受注選択問題

将来的な製品の市場化，ーすなわち長期的な製

品方針を考慮した受注選択

③ 社内的な受注選択のシステム化

受注選択における収集情報や判断基準の明確

化と社内的統一

なお，本稿は，修士論文[ 2 ] (筑波大学経営・

政策科学研究科)を，その後に得られた知見をも

交えまとめたものである.最後に，本研究にあた

り生田誠三助教授(筑波大学)の一方ならぬ御指

導を賜った.ここに記して感謝申しとげます.
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